
　　 職員課 ☎048-259-9033・048-258-4804　   FAX048-258-1118
　　 部門別職員数…行政管理課 ☎048-258-1640　  公平委員会の業務…公平委員会 ☎048-259-9021

１　職員の任免の状況

～

(注) （　）内は女性数であり、内書きです。

～

2 0 1 0 4 0 0

1 1 1 0 0 0 0

26 7 37 4 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

0 2 0 0 24 0 156

29 10 39 4 28 0 156

(注)１　（　）内は女性数であり、内書きです。

　　２　再任用職員については、翌年度再任用（任期更新）された職員も含まれています。

　(3) 再任用の状況

再任用職員とは、高齢者雇用の推進等のため定年退職者等のうち改めて採用される職員です。

(注) 任期更新された職員を含みます。

(注)１　上記の職員数は、川口市職員の給与に関する条例に基づく給料表の級区分による職員数です。

　　２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

(令和6年4月1日 令和7年3月31日)(1) 採用の状況

(2) 退職の状況 (令和6年4月1日 令和7年3月31日)

1,850 人 100.0 ％ 

(0) (0) 7 (5)

69 人 3.7 ％ 

(0) (1)

(0) (0)(0) (1) (1)

(0) (0) (0) (0) 1 (0)分限免職・失職 1 (0) (0) (0)

(0)

(0)

(0) (0) (0) (0) 3 (1)死亡退職 3 (1)

勧奨退職 4

(1)

(6) (32)

(0) (13) (57)

138 人 

学校事務職

区分 人数

令和6年度
15 人 

  0 人 （ 0 人）  

合計 241 人 （ 111 人）  

　(4) 一般行政職の級別職員数の状況（令和7年4月1日現在）

7級  次長・参事の職務

(0)

行政職

医師 医療技師

看護師

現業職保育士

26 人）  

区分

133 (70)

人数

行政職・保育士・消防職 等 154 人 （ 61 人）  

医師 26 人 （ 8 人）  

(0) 14 (2)

保健師

定年退職 7 (0) (0)

教育職

(3)

（単位：人）

学校
事務職

再任用 合計

6.6 ％ 

職員数や給与、勤務条件など人事行政の運営状況をお知らせします。

第１編　各任命権者からの報告の概要

第１章　職員の任免・職員数の状況

現業職 2 人 （ 0 人）  

教育職 12 人 （ 3 人）  

医療技師 18 人 （ 13 人）  

看護師・助産師・保健師 29 人 （

助産師

事　由 　消防職等

人事行政の運営等の状況

区分 標準的な職務内容

区　分

5級  課長補佐・副主幹の職務

(1) (0) (0) (0)

265 人 14.3 ％ 

普通退職 59 (26) (8)

(0)

(5) (30)

(1) (14) (0)

(0) (0) (0)

2級  主事・技師の職務 315 人 17.0 ％ 

合計

8級  部長・理事の職務 29 人 1.6 ％ 

76 (30) (8)

職員数 構成比

4級 487 人 26.3 ％ 

6級  課長・主幹の職務 53 人 2.9 ％ 

(0)

3級  主任の職務 511 人 27.6 ％ 

1級  主事補・技師補の職務 121 人 

 係長・主査の職務

(57) 342 (148)合計

184 (70)任期満了 2 (0) (0) (0)

任用形態

フルタイム勤務職員

短時間勤務職員

1/21



　(5)国との給料表カーブ比較表（行政職（一））（令和7年4月1日現在）

1級 121人 1級 108人
1級 140人

2級 315人 2級 348人

2級 378人

3級 511人
3級 506人

3級 383人

4級 487人 4級 434人 4級 407人

5級 265人 5級 260人 5級 260人

6級 53人 6級 60人 6級 44人

7級 69人 7級 71人 7級 71人

8級 29人 8級 30人 8級 28人
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― 川口市

― 国家公務員

（単位：百円）

国1級

国2級

国3級

国4級

国5級

国6級

国7級

国8級

国9級

国10級

川口市5級

川口市6級

川口市7級

川口市8級

川口市1級

川口市2級

川口市3級

川口市4級
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（単位：百円）
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　(1) 部門別職員数の状況と主な増減理由 　(各年4月1日現在、単位：人）

(注)１　この表は、総務省定員管理調査の区分に基づき、職員の配置状況を行政部門別に表にしたもので、

　　　　職員数は定数条例上の定数とは異なります。

　　２　〔　〕内は、条例定数の合計です。

　(3) 職員数の推移 （各年4月1日現在、単位：人・％）

(注)　職員数は定員管理調査における部門別職員数です。

令和7年 令和6年

土木 302 298 

税務 151 150 1 

0 

２　定員管理の状況

　　区　分 職員数 対前年
増減数

主な増減理由
　部　門

労働 5 5 0 

農林水産 14 15 ▲1 職員配置の見直し

民生 881 875 6 生活保護関連業務の増

〔4,998〕 〔4,970〕 〔28〕

職員数（人） 12 313

4 職員配置の見直し

一般
行政
部門

教育部門

消防部門

小計

普通
会計
部門

ＳＫＩＰシティ整備室の廃止

職員配置の見直し

議会

病院 877 868 9 

教育関連組織の新設、職員配置の見直し577 568 9 

衛生 493 495 ▲2 分析センターの廃止

小計 2,412 2,406 6 
（参考：人口１万あたり職員数39.71人）
（類似団体人口１万あたり職員数※人）

商工 46 49 ▲3 

下水道 76 77 ▲1 技術関係職の欠員

その他 223 214 9 区画整理事業推進業務の増

公営企業等
会計部門

臨床検査技師の増

24 23 1 職員配置の見直し

総務企画 496 496 

水道 98 98 0 

3,585 3,567 18 
（参考：人口１万あたり職員数59.02人）
（類似団体人口１万あたり職員数※人）

596 593 3 職員配置の見直し

35歳 39歳 43歳 47歳
36～ 40～ 44～ 48～ 52～ 56～

小計 1,274 1,257 17 

合計
4,859 4,824 35 （参考：人口１万あたり職員数79.99人）

　(2) 年齢別職員構成の状況（令和7年4月1日現在）

51歳 55歳 59歳 以上
区分

20歳 20～ 24～ 28～ 32～

8.7 8.7 10.9 7.6 2.6 100.0 

127 4,859 

構成比（％） 0.3 6.4 9.8 11.7 11.8 12.3 9.2

596 447 421 425 531 369476 569 573

60歳
計

未満 23歳 27歳 31歳

年度
令和2年 令和3年 令和4年 令和5年 令和6年 令和7年

過去5年間の

(注) 年齢は実年齢です。なお、他の項目に記載する年齢はすべて満年齢です。

＋103 (＋4.5％)

教　　育 544 559 550 547 568 577 ＋33

部門 増減数(率)

一般行政 2,309 2,343 2,368 2,393 2,406 2,412 

1,274 ＋37 (＋3.0％)

総合計 4,661 4,744 4,775 4,785 4,824 

公営企業 1,237 1,266 1,267 1,254 1,257 

(＋6.1％)

消　　防 571 576 590 591 593 596 ＋25 (＋4.4％)

4,859 ＋198 (＋4.2％)

0%

2%
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16%

20歳未満 20～23歳 24～27歳 28～31歳 32～35歳 36～39歳 40～43歳 44～47歳 48～51歳 52～55歳 56～59歳 60歳以上

R7.4.1(構成比) 

R2.4.1(構成比) 

年
齢
別
職
員
構
成
の
状
況
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1　職員の給与の状況

　(1) 人件費の状況（普通会計決算） （単位：千円）

(注) 人件費は、特別職職員及び市議会議員の人件費を含んだ額です。

　(2) 職員給与費の状況（一般職）

(注)１　職員手当は、退職手当を含みません。

　　４　類似団体とは、人口規模、産業構造が類似している団体として、総務省が示している団体です。

　　　　川口市の場合は、全国の中核市が類似団体です。

　　５　「※」は総務省から公表され次第、掲載します。

（注）1　ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するため、

　　　　国の職員数（構成）を用いて、学歴や経験年数の差による影響を補正し、国の行政職俸給表（一）

　　　　適用職員の俸給月額を100として計算した指数です。
      2　（　）書きの数値は、地域手当補正後ラスパイレス指数です。地域手当補正後ラスパイレス指数       

        とは、地域手当を加味した地域における国家公務員と地方公務員の給与水準を比較するため、

        地域手当の支給割合を用いて補正したラスパイレス指数のことです。

       （補正前のラスパイレス指数×（１＋当該団体の地域手当支給割合）／（１＋国の指定基準に基づく

         地域手当支給割合）により算出）

　　　3　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均し

　　　　たものです。

　   4  ラスパイレス指数（地域手当補正後ラスパイレス指数を含む）の算出に当たっては、60歳に達した日後の最初の

       ４月１日以後に支給される給料月額について、本来の給料月額の７割水準に設定される職員を除いています。

(参考)令和5年
(令和7年1月1日現在) A B B/A 度の人件費率

第２章　職員の給与の状況

区分
住民基本台帳人口 歳出額 実質収支 人件費 人件費率

B/A

計

A B

13.6 ％ 

（単位：千円）

区分
職員数

給与費 一人あたり
給与費

(参考)類似
団体一人あ
たり給与費

給料 職員手当 期末・勤勉手当

令和6年度 607,447 人 247,904,195 8,948,166 32,625,187 13.2 ％ 

普通会計決算

　(3) ラスパイレス指数の状況（各年4月1日現在）

(1,453人)

R5
99.2

(1,451人)

大卒
指数

≪参考≫給与決定学歴が大学卒のラスパイレス指数の推移

（人数）

令和6年度
3,585人 13,849,319 4,066,965 6,142,963 24,059,247 6,711 ※

　　２　職員数は、令和7年4月1日現在の人数です。また、任期付短時間勤務職員、暫定再任用職員（短時間勤務）

　　３　給与費は、任期付短時間勤務職員、暫定再任用職員（短時間勤務）及び定年前再任用短時間勤務職員の
　　　　給与費は含みますが、会計年度任用職員の給与費は含みません。

　　　　定年前再任用短時間勤務職員及び会計年度任用職員を含みません。

R6
99.3

(1,466人)

R3
99.2

(1,434人)

R4
99.0

【ラスパイレス指数が100を超えている理由】
高年齢層職員の給料水準が国を上回るため、ラスパイレス指数が100を超えています。一方で給料水準が国
を下回る年齢層もあることから、引き続き給料水準の適正化に取り組みます。
なお、大学卒の区分においては、近年の見直しにより100を下回っています。

101.6 

99.7 

98.8 

101.2 

99.5 
98.7 

101.3 

99.4 

98.6 

101.2 

99.4 
98.6 

90.0

95.0

100.0

105.0

川口市 類似団体平均 全国市平均

R3.4.1

R4.4.1

R5.4.1

R6.4.1

(104.5)(104.1)(105.0)
(104.1)
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２　職員の平均給与月額、初任給等の状況

　　①　一般行政職

　　②　現業職

１　民間データは、賃金構造基本統計調査に公表されているデータを使用しています。
２ 「平均年収」は、それぞれ平均給与月額を12倍したものに、民間においては前年に支給された年
  間賞与の額を加えたもの、川口市においては前年度に支給された期末・勤勉手当を加えたものです。
３　公務員の職種と民間の職種等については、川口市が正規職員のみを対象としているのに対し、民
　間データは短期雇用のアルバイト等の非正規職員や派遣職員も含んでおり、平均年齢のほか、経験
　年数、業務内容、雇用形態等が一致しておらず、さらに平均給与月額（国比較ベースを除く）及び
　年収については、時間外勤務手当等も算入されていることから、単純に比較することはできません。

　　③　教育職

　　④　企業職

　　　です。なお、国については俸給（本俸）の平均額です。
　　２　「平均給与月額」とは、給料の月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務
　　　手当などの諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされている
　　　ものです。また、「平均給与月額（国比較ベース）」は、比較のため国家公務員と同じベース（＝時間
　　　外勤務手当等を除いたもの）で算出しています。
　　３　上記には、短時間勤務職員は含まれていません。
　　４　「※」は総務省から公表され次第、掲載します。

　(1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（令和7年4月1日現在）

区分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額
平均給与月額

（国比較ベース）

国 41.9 歳 332,237 円 － 414,480 円 

353,463円 450,614円
川口市 50.8歳 225人 354,857円 438,964円 392,238円

区分

廃棄物処理業従業員 ※

飲食物調理従事者 ※

乗用自動車運転者

316,323円 370,015円 ※

347,462円 273,154円

川口市 40.8 歳 328,645 円 420,438円 383,584 円 

埼玉県 41.7 歳 327,898 円 425,465円 ※

390,293円

区分
平均年齢

清掃職員

学校給食職員 ※

参考

※

Ａ／Ｂ

廃棄物処理業従業員

飲食物調理従事者

平均給与月額
(Ｂ)

参考

乗用自動車運転者

警備員

450,614円

※

平均年齢 職員数 平均給料月額 平均給与月額
平均給与月額

（国比較ベース）

51.0歳 146人 

415,755円 408,379円

505,025 円 

川口市
高等学校 45.2 歳 362,286 円 426,254 円 

幼稚園 42.2 歳 341,952 円 400,554 円 

警備員 ※

平均年収
（Ｄ）

※

※

※

※

区分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額

6,778,761円

平均給与月額
平均給料月額 平均給与月額平均年齢区分

清掃職員

学校給食職員

自動車運転手

守衛

うち企業現業職 50.5 歳 364,611 円 423,849 円 

429,207 円 

(注)１　「平均給料月額」とは、令和7年4月1日現在における職種ごとの職員の給料（基本給）の平均額

38.4 歳 351,431 円 441,710 円 

うち企業行政職 39.7 歳 318,857 円 427,909 円 

うち医師 44.6 歳 531,244 円 1,104,578 円 

うち医療技師 37.2 歳 322,331 円 438,505 円 

うち看護師等

373,446 円 

395,014 円 

379,922 円 

400,627 円 

814,259 円 
川口市 39.6 歳 358,596 円 

川口市 民間

対応類似職種
区分

Ｃ／Ｄ

民間

対応類似職種

※

平均年齢

51.0歳

52.2歳

33.2歳

43.2歳 432,815円

43.2歳

※ ※

※

※

※

※

※

※

（国比較ベース）

432,815円守衛 ※

自動車運転手

平均年収
（Ｃ）

7,318,072円

6,918,349円

5,401,984円

321,000円

国 51.3歳 1,703人 294,567円 － 337,907円
埼玉県 54.2歳 ※

うち清掃職員

うちその他 47.3歳 20人 338,235円 421,526円 378,302円

うち自動車運転手 33.2歳 1人 250,600円

415,755円

347,462円

川口市

うち守衛 5人 

うち学校給食職員

平均給与月額
(Ａ)

357,479円

52.2歳 53人 370,132円
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(注) 上記の一般行政職・企業職の初任給の額は、学校事務を除く事務・技術系職員の額です。

　(4) 昇給への人事評価の活用状況（一般行政職）

一般職員

○

ロ. 人事評価を活用していない

　活用予定時期

昇給実績が
ある区分

管理職員

○

○

　(2) 職員の初任給の状況（令和7年4月1日現在）

一般行政職
大学卒 226,500 円 233,500 円 220,000 円 230,000 円

高校卒 195,900 円 207,400 円 188,000 円

199,000 円

区分
川口市 国

初任給 ２年後の給料 初任給 ２年後の給料

185,700 円
現業職

大学卒 226,500 円 233,500 円 ― ―

高校卒 195,900 円 207,400 円

現業職

大学卒

中学卒

239,167 円 294,950 円 347,000 円

一般行政職
大学卒 282,654 円 323,405 円 359,221 円

高校卒 253,813 円 289,570 円 326,200 円

高校卒 265,275 円 294,900 円 306,900 円

261,300 円

高校卒 247,300 円 281,567 円 328,267 円

イ. 人事評価を活用している

標準の区分のみ（一律）

(注) 上記のうち、企業職については、医師を除いています。また経験年数10年15年20年の職員数が少ない場合は、該
当年以外の職員も含め、平均経験年数を該当年の近似値としたうえで、算定しています。

企業職
大学卒 294,594 円 321,671 円 359,717 円

標準、下位の区分

上位、標準、下位の区分 ○ ○

上位、標準の区分 ○

　活用している昇給区分
昇給可能
な区分

昇給実績が
ある区分

昇給可能
な区分

令和７年度中における運用

―

　(3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（令和7年4月1日現在）

区分

― ―

大学卒 262,080 円

経験年数10年 経験年数15年 経験年数20年

企業職
大学卒 226,500 円 233,500 円

高校卒

272,584 円 ― ―

201,000 円

教育職(高等学校)

195,900 円 207,400 円 ―
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３　職員の手当の状況（一般・特別会計）

　(1) 期末手当・勤勉手当

有 有

    2　（　）内は、再任用職員に係る支給割合です。

　○勤勉手当への人事評価の活用状況

　　２　自己都合には、傷病・死亡による退職を含みません。

　　３　定年には、定年退職及び定年引上げ前の定年年齢に達した日以後その者の非違によることなく退職した場合を

　　　　含みます。

(注)１　支給実績は、一般職の支給額です。

1.225月分 1.025月分
６月期

1.225月分

上位、標準の成績率 ○

令和6年度

一人あたり
平均支給額

1,743千円

年度
支給期 期末手当 勤勉手当 支給期

1.05月分
12月期

1.25月分 1.05月分

(0.70月分)

国

(0.7125月分) (0.5125月分)

(0.6875月分) (0.4875月分)

12月期
1.275月分 1.075月分

12月期
1.275月分 1.075月分

(0.7125月分) (0.5125月分)

勤勉手当

(0.6875月分) (0.4875月分)

計
2.50月分 2.1月分

計
(1.40月分) (1.0月分)

期末手当

1.025月分
６月期

川口市

（加算措置の状況） （加算措置の状況）
職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

令和７年度中における運用 管理職員 一般職員

イ. 人事評価を活用している ○

(0.70月分)

(1.0月分) (1.4月分) (1.0月分)

2.50月分 2.1月分

(1.40月分) (1.0月分)

(0.50月分) (0.70月分) (0.50月分)

(0.50月分) (0.70月分) (0.50月分)

計
2.5月分 2.1月分

計
2.5月分 2.1月分

(1.4月分)

12月期
1.25月分

令和7年度

６月期
1.25月分 1.05月分

６月期
1.25月分 1.05月分

○

標準、下位の成績率

標準の成績率のみ（一律）

(注)１　一人あたりの平均支給額は、令和6年度に一般職（再任用職員を除く）に支給された平均額です。

○

　活用している成績率
支給可能
な成績率

支給実績が
ある成績率

支給可能
な成績率

支給実績が
ある成績率

上位、標準、下位の成績率 ○ ○

勤続35年 39.7575月分 47.709月分

勤続25年 28.0395月分 33.27075月分 勤続25年 28.0395月分 33.27075月分
勤続20年 19.6695月分 24.586875月分 勤続20年 19.6695月分 24.586875月分

　(2) 退職手当（令和7年4月1日現在）

川口市 国

区分 自己都合 勧奨・定年 区分 自己都合 応募認定・定年

ロ. 人事評価を活用していない

　活用予定時期

退職時特別昇給 なし なし 退職時特別昇給 なし なし

その他の
加算措置

退職前5年間の
職責に応じて
加算措置あり

退職前5年間の
職責に応じて
加算措置あり

その他の
加算措置

退職前5年間の
職責に応じて
加算措置あり

退職前5年間の
職責に応じて
加算措置あり

加算措置 なし
勧奨については
定年残年数1年

につき3％を加算
加算措置 なし

勧奨については
定年残年数1年

につき3％を加算

最高限度 47.709月分 47.709月分 最高限度 47.709月分 47.709月分

勤続35年 39.7575月分 47.709月分

　　２　支給職員一人あたり平均支給年額は、支給実績を令和6年4月1日現在の一般職の地域手当支給対

　　　象職員数（再任用職員等を含む）で除した額です。

支給職員一人あたり平均支給年額（令和6年度） 372,181 円

(注)１　一人あたりの平均支給額は、令和6年度に退職した一般職に支給された平均額です。

　(3) 地域手当（令和7年4月1日現在）

支給実績（令和6年度一般・特別会計決算）  1,406,846 千円

一
人
あ
た
り

平
均
支
給
額

市長事務
部局

5,085 千円 21,770 千円 

公営企業以外
の全部局

6,256 千円 22,405 千円 

支給割合 9%
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　　　（再任用職員を含む）で除した額です。

　　　員数の割合です。

職員全体に占める手当支給職員の割合（令和6年度）

支給職員一人あたり平均支給年額（令和6年度）

建築主事の建築確認業務、電気
主任技術者の電気工作物保安監
督業務、ボイラー・タービン主
任技術者のボイラー・タービン
保安監督業務、救急救命士の救
急業務

各 1月4,000円

　(4) 特殊勤務手当（令和7年4月1日現在）

支給実績（令和6年度一般・特別会計決算）

防疫作業手当
保健部衛生検査課職員
保健部疾病対策課職員
経済部グリーンセンター職員

感染症等の防疫作業（獣畜に対
するものを含む）

1日320円

行旅死病人取扱
業務手当

福祉部生活福祉１課・２課職員
行旅病人、行旅死亡人、
変死人の取扱業務

行旅病人
  　　　1回1,640円
行旅死亡人・変死人
  　　　1体2,590円

手当の種類（手当数）

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務
左記職員に対する

支給単価

103,252 千円

102,636 円

26.6%

14 種類

(注)１　支給職員一人あたり平均支給年額は、支給実績を令和6年5月（4月実施）の特殊勤務手当支給職員数

　　２　支給職員の割合は、一般・特別会計職員に対する令和6年5月（4月実施）の特殊勤務手当支給職

特定福祉業務
手当

1日250円

資格（建築主事、電気主任技術者、
ボイラー・タービン主任技術者、
救急救命士）を要する
業務を実施する職員

1日400円

人体に有害なガスの発生を伴う
業務、特に危険性を有する薬品
を取り扱う業務、病理細菌を取
り扱う業務、毒物又は劇物の製
造所等の立入検査の業務

動物取扱手当

試験等業務手当

保健部生活衛生課職員

保健部衛生検査課職員

犬の捕獲、収容、抑留又は移送
の業務

社会福祉、援護、福祉業務
 　　　　 1月5,000円
調査、診察、移送業務
  　　　　1日320円

社会福祉事務所における社会福
祉業務、わかゆり学園における
援護業務、保健所における精神
障害者等の福祉、調査、診察等
に関する業務

市税事務手当
理財部職員、
保健部国保収納課職員

市税の滞納整理・滞納処分事務 1月4,000円

建築指導等業務
手当

都市計画部開発審査課職員、
同建築安全課職員

違反建築物、違法開発行為に対
する指導業務、是正のための検
査・指導

1日290円

調理業務手当
給食センター及び
学校給食調理場の職員

給食調理業務 1日210円

ガス・粉じん等の有害物、高
熱、騒音等を発散する場所で行
う調査・指導業務

1日370円

特殊資格業務
手当

自動車運転業務手当 自動車運転業務に従事した職員

バス、清掃車、トラック、ショ
ベルローダ、ホイールローダ、
グレーダ、ブルドーザ、その他
特殊車、消防車の運転業務

バス、清掃車 1日610円
トラック小型 1日520円
トラック大型 1日550円　等

清掃業務手当
環境部職員、
建設部公園課職員

廃棄物の処理作業、
清掃業務

廃棄物処理作業
 　　　　 1日570円
その他の清掃作業
 　　　　 1日210円

土木作業手当 建設部職員
道路、橋りょうの補修、
舗装、護岸工事等の土木作業

1日440円

社会福祉事務所職員、
福祉部わかゆり学園職員、
保健部疾病対策課職員

出場手当 消防職員
火災、救助、救急事故
その他災害等の出場業務

救急業務  1回330円
火災等の消防活動
 　　　　 1回520円
災害の救出救助業務・
潜水業務  1回700円

公害調査等業務
手当

環境部職員
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　(5) 時間外勤務手当

　　5月（4月実施））の各手当支給職員数（再任用職員を含む一般職）で除した額です。

職員一人あたり平均支給年額（令和5年度）

　(6) その他の手当（令和7年4月1日現在）

休日勤務手当

休日の正規の勤務
時間に勤務した場合、
勤務1時間につき、
1時間あたりの給与額
の135/100

職員一人あたり平均支給年額（令和6年度）

支給実績（令和5年度一般・特別会計決算）

支給実績（令和6年度一般・特別会計決算）

(注) 職員一人あたり平均支給額を算出する際の職員数は、同じ年度の4月1日現在の総職員数（管理職員、教
育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない職員を除く。）であり、短時間勤務職員を含む。

247,073 円 

住居手当
借家・借間
（最高支給限度額）
          28,000円

同じ 286,126 千円 330,019 円 

(一般・特別会計
決算)

扶養手当

配偶者     3,000円※1
子　　　　11,500円
父母等　　 6,500円※2
※1 一部職員は　　0円
※2 一部職員は3,500円

同じ 367,645 千円 

手当名 内容及び支給単価

国の
制度
との
異同

国の制度と異なる内容

支給実績
支給職員一人あた
り平均支給年額

令和6年度 令和6年度

 965,271 千円

288,917 円

 880,036 千円

287,876 円

同じ 220,837 千円 523,311 円 

管理職手当

部長     113,000円
理事　　　99,000円
次長      89,000円
参事　　　81,000円
課長      79,000円
主幹　　　68,000円
課長補佐  64,000円
副主幹　　55,000円

異なる

国は、
 本省課長  130,300円
 本省室長   94,000円
 出先機関課長
　　　　　  46,300円
　　　　　　　　  等

588,662 千円 819,864 円 

通勤手当

通勤相当額または
距離に応じた額
（最高支給限度額
月当たり55,000円）

異なる
国とは、
 距離に応じた額の支給区
分が異なる

311,220 千円 96,652 円 

初任給調整手当

専門知識が必要で、かつ
採用が困難な職種（医師
等）に採用された職員に
支給。月額249,800円以
内の額を、35年間までの
期間、採用の日以降の年
数に応じて支給する。

同じ 791 千円 790,800 円 

夜間勤務手当

正規の勤務時間として午
後10時から午前5時まで
の間に勤務した場合、勤
務1時間につき、1時間あ
たりの給与額の25/100

同じ 44,774 千円 107,630 円 

単身赴任手当

異動等による
遠距離単身赴任者
          30,000円
  （加算措置あり）

同じ 912 千円 456,000 円 

宿日直手当
一般の宿日直
 　　　　  6,400円

異なる

国は、
医師 当直　 21,000円
 　　常直　 22,000円
農場等　 　  5,300円
研修施設等   6,100円
一般の宿日直 4,400円

237 千円 9,472 円 

（休日勤務手当、夜間勤務手当、宿日直手当は、(注)支給職員一人あたり平均支給年額は、支給実績を令和6年4月
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４　特別職等の給料等の状況

(注) 上記のほか、地域手当、通勤手当の制度があります（議長、副議長、議員を除く）。

(注)１ 病院事業管理者が医師である場合には、給料の調整額（給料月額の25%）が支給されます。

　　２ 上記のほか、地域手当、通勤手当の制度があります。

５　公営企業職員の状況

　(1) 上下水道事業

　　①　職員給与費の状況

　　　ア　決算 （単位：千円）

(注)１　職員手当には退職手当を含みません。

6,636 

　　②職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（令和7年4月1日現在）

　　２　平均月収額は、令和7年度当初予算に計上された給与費（期末手当、勤勉手当等を含む）の

議員報酬

議長

副議長

議員

区分

給料
市長

副市長

給料・議員報酬月額

1,146,000 円 

942,000 円 

748,000 円 

684,000 円 

641,000 円 

　(1) 市長、副市長及び議員（令和7年4月1日現在）

報酬等
報酬等

副議長

議員

退職手当
市長 任期ごとに、給料月額×勤続期間(在職年数)×支給率(100分の500)を支給

副市長 任期ごとに、給料月額×勤続期間(在職年数)×支給率(100分の400)を支給

期末手当

市長
6月期　 1.45月分 12月期　 1.45月分 合計　 2.9月分

副市長

議長

6月期　 1.8月分 12月期　 1.9月分 合計　 3.7月分

期末手当 6月期　 1.45月分 12月期　 1.45月分 合計　 2.9月分

退職手当 任期ごとに、給料月額×勤続期間(在職年数)×支給率(100分の300)を支給

給料

教育長

上下水道事業管理者

病院事業管理者

常勤監査委員

　(2) その他の特別職（令和7年4月1日現在）

報酬等
給料

区分
給料・議員報酬月額

814,000 円 

625,000 円 

令和6年度 35,936,677 3,290,107 1,187,910 3.3 ％ 

区分
職員数 給与費

区分
総費用

純損益又は
実質収支 職員給与費

総費用に占める
職員給与費率

A B B/A

3.3 ％ 

(参考)令和5年度の

総費用に占める
職員給与費率

令和6年度 179 人 696,030 180,704 311,176 1,187,910 

一人あたり

A 給料 職員手当 期末・勤勉手当      計 B 給与費  B/A

　　２　職員数については、令和7年4月1日現在の人数です。

　　３　職員数及び給与費については、任期付短時間勤務職員、暫定再任用職員（短時間勤務）及び
　　　　定年前再任用短時間勤務職員を含み、会計年度任用職員を含みません。

(注)１　上記の基本給とは、一般職の給料、地域手当及び扶養手当の令和7年度当初予算合計額です。 

川口市（企業職　上下水道事業） 41.2 歳  872,242,000 円 635,270 円

区分 平均年齢 基本給 平均月収額

　　  予算額の合計額を令和7年度当初予算の一般職職員数（再任用短時間勤務職員を除く）で除した

　　　額をさらに12月で除した額です。
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  　③　職員の手当の状況

　　  ア　期末手当・勤勉手当

有 有

　  ２　（　）内は、再任用職員に係る支給割合です。

　　２　自己都合には、傷病・死亡による退職を含みません。
　　３　定年には、定年退職及び定年引上げ前の定年年齢に達した日以後その者の非違によることなく退職した場合を
　　　　含みます。

(注)１　支給実績は、一般職の支給額です。

　　　く特殊勤務手当支給対象職員数（再任用職員を含む）で除した額です。

川口市（企業職　上下水道事業） 川口市（企業職以外の職員）

支給期
年度

期末手当

1.025月分
(0.6875月分) (0.4875月分) (0.6875月分) (0.4875月分)

12月期
1.275月分 1.075月分

12月期
1.275月分

勤勉手当 支給期 期末手当 勤勉手当

６月期
1.225月分 1.025月分

６月期
1.225月分

令和6年度

一人あたり
平均支給額

1,776千円 1,743 千円
一人あたり
平均支給額

1.25月分 1.05月分
(0.7月分) (0.5月分) (0.7月分) (0.5月分)

2.1月分
(1.4月分) (1.0月分) (1.4月分) (1.0月分)

令和7年度

６月期
1.25月分 1.05月分

６月期

1.075月分
(0.7125月分) (0.5125月分) (0.7125月分) (0.5125月分)

計
2.5月分 2.1月分

計
2.5月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）
職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

(注)１　一人あたりの平均支給額は、令和6年度に一般職（再任用職員を除く）に支給された平均額です。

計
2.5月分 2.1月分

計
2.5月分 2.1月分

(1.4月分) (1.0月分) (1.4月分) (1.0月分)

12月期
1.25月分 1.05月分

12月期
1.25月分 1.05月分

(0.7月分) (0.5月分) (0.7月分) (0.5月分)

勤続25年 28.0395月分 33.27075月分 勤続25年 28.0395月分 33.27075月分

勤続20年 19.6695月分 24.586875月分 勤続20年 19.6695月分 24.586875月分

　　　イ　退職手当（令和7年4月1日現在）

川口市（企業職　上下水道事業） 川口市（企業職以外の職員）

区分 自己都合 勧奨・定年 区分 自己都合 勧奨・定年

加算措置 なし
勧奨については
定年残年数1年

につき3％を加算
加算措置 なし

勧奨については
定年残年数1年

につき3％を加算

最高限度 47.709月分 47.709月分 最高限度 47.709月分 47.709月分

勤続35年 39.7575月分 47.709月分 勤続35年 39.7575月分 47.709月分

一人あたり
平均支給額

22,012 千円 24,400 千円 
一人あたり
平均支給額

6,256 千円 22,405 千円

退職時特別昇給 なし なし 退職時特別昇給 なし なし

その他の
加算措置

退職前5年間の
職責に応じて
加算措置あり

退職前5年間の
職責に応じて
加算措置あり

その他の
加算措置

退職前5年間の
職責に応じて
加算措置あり

退職前5年間の
職責に応じて
加算措置あり

　　  エ　特殊勤務手当（令和7年4月1日現在）
支給実績（令和6年度決算）

支給職員一人あたり平均支給年額（令和6年度） 376,289 円

　　２　支給職員一人あたり平均支給年額は、支給実績を令和6年4月1日現在の一般職の地域手当支給対
　　　象職員数（再任用職員を含む）で除した額です。

(注)１　一人あたりの平均支給額は、令和6年度に退職した一般職に支給された平均額です。

　    ウ　地域手当（令和7年4月1日現在）
支給実績（令和6年度決算） 65,851 千円

2,775 千円

支給割合 9%

手当の種類（手当数）

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務
左記職員に対する

支給単価

職員全体に占める手当支給職員の割合（令和6年度）
支給職員一人あたり平均支給年額（令和6年度） 95,702 円

16.6 ％
3 種類

上水道作業手当 上下水道局職員
埋設管補修業務、
消火栓移設業務等

1日440円

(注)１　支給職員一人あたり平均支給年額は、支給実績を令和6年4月1日現在職員のうち管理職職員を除

　　２　支給職員の割合は、令和6年5月（4月実施）の特殊勤務手当支給職員数の割合です。

自動車運転業務手当 上下水道局職員 自動車運転業務
トラック小型 1日520円
給水車　　   1日610円等

沈砂池の清掃作業、
汚泥処理作業、
下水管の清掃、取付作業
その他下水処理業務

沈砂池の清掃作業等
 　　　　 1日570円
その他下水処理業務
  　　　　1日210円

上下水道局職員下水道業務手当
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　　　オ　時間外勤務手当

(注) 職員一人あたり平均支給年額は、支給実績を各年4月1日現在職員のうち時間外勤務手当支給対象職
　 員数（再任用職員を含む）で除した額です。

　　5月（4月実施））の各手当支給職員数（再任用職員を含む一般職）で除した額です。

　(2) 病院事業
　　①　職員給与費の状況
　　　ア　決算 （単位：千円）

(注) 職員給与費には、特別職に係る額を含みます。

(注)１　職員手当には退職手当を含みません。

(参考)令和5年度の
総費用に占める
職員給与費率

49.1 ％ 

110,983 円 

883,600 円 

162,264 円 

339,668 円 

367,816 円

318,296 円 

支給職員一人あたり
平均支給年額

(令和6年度)

支給実績（令和6年度決算）

職員一人あたり平均支給年額（令和6年度）

35,357 千円

431,181 円

(令和6年度決算)

扶養手当

配偶者     3,000円※1
子　　　　11,500円

父母等　　 6,500円※2
※1 一部職員は　　0円
※2 一部職員は3,500円

同じ 18,522 千円 

手当名 内容及び支給単価
一般行政職
の制度との

異同

一般行政職
の制度と

異なる内容

支給実績

支給実績（令和5年度決算）

職員一人あたり平均支給年額（令和5年度）

　　　カ　その他の手当（令和7年4月1日現在）

30,897 千円

243,708 円 

通勤手当

通勤相当額または
距離に応じた額
（最高支給限度額
月当たり55,000円）

同じ 15,871 千円 

住居手当
借家・借間
（最高支給限度額）
          28,000円

同じ 11,777 千円 

区分
総費用

純損益又は
実質収支

職員給与費
総費用に占める
職員給与費率

A

夜間勤務手当

正規の勤務時間として午
後10時から午前5時まで
の間に勤務した場合、勤
務1時間につき、1時間あ
たりの給与額の25/100

同じ 2,717 千円 

管理職手当

部長     113,000円
理事　　　99,000円
次長      89,000円
参事　　　81,000円
課長      79,000円
主幹　　　68,000円
課長補佐  64,000円
副主幹　　55,000円

同じ 26,508 千円 

休日勤務手当

休日の正規の勤務
時間に勤務した場合、
勤務1時間につき、
1時間あたりの給与額
の135/100

同じ 162 千円 

給与費 一人あたり
A 給料 職員手当 期末・勤勉手当      計 B 給与費  B/A

B B/A
令和6年度 20,171,772 ▲ 742,981 6,973,153 34.6 ％ 

(注)支給職員一人あたり平均支給年額は、支給実績を令和6年4月 （休日勤務手当、夜間勤務手当は、

　　２　平均月収額は、令和7年度当初予算に計上された給与費（期末手当、勤勉手当等を含む）の
　　  予算額の合計額を令和7年度当初予算の一般職職員数（再任用短時間勤務職員を除く）で除した
　　　額をさらに12月で除した額です。

川口市（企業職　病院事業） 38.8 歳  4,303,184,000 円 660,259 円
(注)１　上記の基本給とは、一般職の給料、地域手当及び扶養手当の令和7年度当初予算合計額です。 

8,738 

　　②職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（令和7年4月1日現在）
区分 平均年齢 基本給 平均月収額

令和6年度 798 人 4,074,849 1,283,129 1,615,175 6,973,153 

　　２　職員数については、令和7年4月1日現在の人数です。また、任期付短時間勤務職員、再任用短時間
　　　　勤務職員及び会計年度任用職員を含みません。
　　３　給与費については、任期付短時間勤務職員、再任用短時間勤務職員の給与費が含まれていますが、
　　　　会計年度任用職員の給与費は含まれていません。

区分
職員数
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  　③　職員の手当の状況
　　  ア　期末手当・勤勉手当

有 有

　　２　（　）内は、再任用職員に係る支給割合です。

　　２　自己都合には、傷病・死亡による退職を含みません。
　　３　定年には、定年退職及び定年引上げ前の定年年齢に達した日以後その者の非違によることなく退職した場合を
　　　　含みます。

(注)１　支給実績は、一般職の支給額です。

年度

一人あたり
平均支給額

川口市（企業職　病院事業） 川口市（企業職以外の職員）

1.275月分 1.075月分
12月期

1.275月分

６月期
1.225月分 1.025月分

６月期
1.225月分

支給期 期末手当 勤勉手当 支給期 期末手当 勤勉手当

1.075月分
(0.7125月分) (0.5125月分) (0.7125月分) (0.5125月分)

1.25月分 1.05月分
(0.7月分) (0.5月分) (0.7月分) (0.5月分)

令和7年度

６月期
1.25月分 1.05月分

６月期

計
2.5月分 2.1月分

計
2.5月分

計
2.5月分 2.1月分

計
2.5月分 2.1月分

1,743 千円
一人あたり
平均支給額

1,857 千円

令和6年度

1.025月分
(0.6875月分) (0.4875月分) (0.6875月分) (0.4875月分)

12月期

支給実績（令和6年度決算） 394,327 千円

一人あたり
平均支給額

2,039 千円 16,161 千円
一人あたり
平均支給額

6,256 千円 22,405 千円

229,489,150 千円

47.709月分 47.709月分 最高限度 47.709月分 47.709月分
勤続35年 39.7575月分 47.709月分 勤続35年 39.7575月分 47.709月分

なし
勧奨については
定年残年数1年

につき3％を加算

　〃　　（医師及び歯科医師以外） 9%

退職前5年間の
職責に応じて
加算措置あり

退職前5年間の
職責に応じて
加算措置あり

その他の
加算措置

退職前5年間の
職責に応じて
加算措置あり

退職前5年間の
職責に応じて
加算措置あり

加算措置

支給職員一人あたり平均支給年額（令和6年度） 465,495 円
61.6 ％
8 種類

支給職員一人あたり平均支給年額（令和6年度） 462,825 円

　　２　支給職員一人あたり平均支給年額は、支給実績を令和6年4月1日現在の一般職の地域手当支給対
　　　象職員数（再任用職員を含む）で除した額です。

支給割合（医師及び歯科医師） 16%

職員全体に占める手当支給職員の割合（令和6年度）

汚物処理業務手当 医療センター看護部職員 看護助手の汚物処理業務 1日250円

夜間等救急業務手当 医療センター職員 夜間救急業務
医師・薬剤師
　　　 1日7,080円　等

(注)１　一人あたりの平均支給額は、令和6年度に一般職（再任用職員を除く）に支給された平均額です。

最高限度

なし
勧奨については
定年残年数1年

につき3％を加算
加算措置

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務

深夜勤務6時間以上
　　　 1回4,120円  等

夜間看護業務手当 医療センター看護部職員

エックス線業務手当 医療センター職員
エックス線撮影、
透視業務

1日320円

看護師等の深夜業務

医療センター検査科業務

職制上の段階、職務の級等による加算措置

(0.7月分) (0.5月分) (0.7月分) (0.5月分)

33.27075月分 勤続25年

勧奨・定年 区分 自己都合 勧奨・定年

（加算措置の状況） （加算措置の状況）
(1.0月分)

2.1月分
(1.4月分) (1.0月分) (1.4月分) (1.0月分)

1.05月分
12月期

1.25月分 1.05月分

勤続20年 19.6695月分

1日250円

24.586875月分 勤続20年 19.6695月分 24.586875月分

　　　イ　退職手当（令和7年4月1日現在）
川口市（企業職　病院事業） 川口市（企業職以外の職員）

区分 自己都合

職制上の段階、職務の級等による加算措置

28.0395月分 33.27075月分

(1.4月分) (1.0月分) (1.4月分)

手当の種類（手当数）

　　  エ　特殊勤務手当（令和7年4月1日現在）
支給実績（令和6年度決算）

退職時特別昇給 なし なし 退職時特別昇給 なし なし

その他の
加算措置

左記職員に対する
支給単価

(注)１　一人あたりの平均支給額は、令和6年度に退職した一般職に支給された平均額です。

　    ウ　地域手当（令和7年4月1日現在）

勤続25年 28.0395月分

1.25月分
12月期

検査科勤務手当
医療センター診療局
検査科職員
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　　　く特殊勤務手当支給対象職員数（再任用職員を含む）で除した額です。

　　　オ　時間外勤務手当

(注)１　時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。
　　２　職員一人あたり平均支給額を算出する際の職員数は、同年度の4月1日現在の総職員数
　　　　（管理職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない職員を除く。）
　　　　であり、短時間勤務職員を含む。

　　5月（4月実施））の各手当支給職員数（再任用職員を含む一般職）で除した額です。

分娩業務手当 医療センター医師 分娩業務
普通　　 　1回15,000円
ハイリスク 1回30,000円

管理職手当の支給対象者が正
規の勤務時間外に行なう診療
等

医師 　1時間6,000円等管理職員医療業務手当 医療センター医師

支給実績（令和5年度決算）

職員一人あたり平均支給年額（令和5年度）

　　　カ　その他の手当（令和7年4月1日現在）
支給職員一人あたり

平均支給年額

(令和6年度)

職員一人あたり平均支給年額（令和6年度）

特殊資格業務手当 医療センター職員 特殊資格を必要とする業務 1月6,000円

(注)１　支給職員一人あたり平均支給年額は、支給実績を令和6年4月1日現在職員のうち管理職職員を除

　　２　支給職員の割合は、令和6年5月（4月実施）の特殊勤務手当支給職員数の割合です。

537,227 千円

929,459 円

(令和6年度決算)
手当名 内容及び支給単価

一般行政職
の制度との

異同

一般行政職
の制度と

異なる内容

支給実績

507,638 千円

1,180,554 円

220,201 円 

管理職手当

院長　　 128,000円
部長     113,000円
理事　　　99,000円
次長      89,000円
参事　　　81,000円
課長      79,000円
主幹　　　68,000円
課長補佐  64,000円
副主幹　　55,000円

異なる

一般行政職
では院長に
かかる手当
はなし

119,488 千円 

通勤手当

通勤相当額または
距離に応じた額
（最高支給限度額
月当たり55,000円）

同じ 80,641 千円 

夜間勤務手当

正規の勤務時間として
午後10時から午前5時
までの間に勤務した
場合に支給

同じ 88,015 千円 

異なる
一般行政職
ではすべて
6,400円

1,700 千円 

初任給調整手当

扶養手当

配偶者     3,000円※1
子　　　　11,500円
父母等　　 6,500円※2
※1 一部職員は　　0円
※2 一部職員は3,500円

同じ 60,555 千円 

住居手当
借家・借間
（最高支給限度額）
          28,000円

同じ 67,993 千円 

1,942,383 円 

331,674 円 

343,153 円 

955,903 円 

221,143 円 

医師で一定年数内に採用
された職員
     　  186,300円
（最高支給限度額）

同じ 188,411 千円 

65,354 円 宿日直手当
医師　　　30,000円
薬剤師　　13,600円
その他　　 7,200円

(注)支給職員一人あたり平均支給年額は、支給実績を令和6年4月 （夜間勤務手当、宿日直手当は、

支給実績（令和6年度決算）
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１　勤務時間の概要

２　休暇制度の概要・種類等
　職員の休暇には、年次有給休暇・病気休暇・特別休暇・介護休暇があります。

　　　＜特別休暇の種類及び日数＞

出産予定日7週間(多胎妊娠の場合にあっては14週間）前
から産後8週間を経過するまでの期間

特別休暇
　特別の事由により職員が勤務しないことが相当である場合に認められる有給の休暇です。（次
表参照）

介護休暇
　配偶者、子、職員又は配偶者の父母などの親族で負傷、疾病又は老齢により2週間以上にわたり
日常生活を営むのに支障がある者の介護をするため、勤務しないことが相当であると認められる
場合における無給の休暇です。

取得要件 期間又は日数

第３章　職員の勤務時間その他の勤務条件の状況

　職員の勤務時間は、1週間あたり38.75時間と定められており、原則、毎週月曜日から金曜日までの、それぞれ午前8時
30分から午後5時15分までの勤務となります。そのうち、午後0時から午後1時までの間は休憩時間となっています。な
お、一部の職場においては、その業務の実状に応じて勤務時間の割り振りを行っている場合があります。

年次有給休暇
　労働基準法第39条の諸規定に従って与えられる有給による休暇であり、1年（年度）につき最高
20日付与され、前年（年度）からの繰越分を含めると最高40日となります。

病気休暇
　職員が負傷又は疾病のため療養する必要があり、その勤務しないことがやむを得ないと認めら
れる場合に、医師の証明に基づき最小限度必要と認められる期間をその治療に専念させる目的で
設けられた休暇です。

職員の妻の出産の場合 2日の範囲内においてその都度必要と認める期間
地震、水害、火災その他の災害又は交通機関の事故等によ
り出勤することが著しく困難な場合

その都度必要と認める期間

地震、水害、火災その他の災害時において、通勤途上にお
ける身体の危険を回避する場合

その都度必要と認める期間

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律
による交通の制限若しくは遮断又は健康診断の場合

その都度必要と認める期間

災害による職員の現住居の滅失又は破壊の場合 7日の範囲内においてその都度必要と認める期間
職員が結婚する場合で、結婚式、旅行その他の結婚に伴い
必要と認められる行事等のため勤務しないことが相当であ
ると認められる場合

連続する7日の範囲内の期間

女子職員が生理日における勤務が著しく困難な場合 3日の範囲内においてその都度必要と認める期間
職員の親族が死亡した場合で、職員が葬儀、服喪その他の
親族の死亡に伴い必要と認められる行事等のため勤務しな
いことが相当であると認められる場合

配偶者は10日、父母は血族7日・姻族3日、子は5日、祖
父母は血族3日・姻族1日、孫は1日、兄弟姉妹は血族3
日・姻族1日、伯叔父母は血族1日・姻族1日の範囲内の
期間

職員の配偶者、父母又は子の追悼のための特別な行事のた
め勤務しないことが相当であると認められる場合

亡くなった翌日から1年以内に1日

選挙権その他公民としての権利を行使する場合 その都度必要と認める期間
裁判員、証人、鑑定人、参考人等として国会、裁判所、地
方公共団体の議会その他官公署へ出頭する場合

その都度必要と認める期間

女子職員の出産の場合

骨髄移植のための骨髄液の提供希望者としてその登録を実
施する者に対して登録の申出を行い、又は骨髄移植のため
配偶者、父母、子及び兄弟姉妹以外の者に骨髄液を提供す
る場合で、当該申出又は提供に伴い必要な検査、入院等を
する場合

その都度必要と認める期間

夏季において心身の健康の保持及び増進又は家庭生活の充
実のため勤務しないことが相当であると認められる場合

1の年の7月から9月までの期間内において7日

自発的に、かつ、報酬を得ないで社会に貢献する活動を行
うため勤務しないことが相当であると認められる場合

1の年度(4月1日から翌年の3月31日までの期間)において
5日の範囲内で必要と認める期間

妊娠中又は出産後1年以内の女子職員が妊娠又は出産に関
し、母子保健法に規定する保健指導又は健康診査を受ける
場合

妊娠6月までは4週間に1回、妊娠7月から9月までは2週間
に1回、妊娠10月から出産までは1週間に1回、産後1年ま
ではその間に1回とし、1回につき1日の範囲内でその都
度必要と認める時間

妊娠中の女子職員が通勤に利用する交通機関の混雑の程度
が母体又は胎児の健康保持に影響があると認める場合

勤務時間の始め又は終わりにおいて、1日を通じて1時間
を超えない範囲内でそれぞれ必要と認める時間

生後1年に達しない生児を育てる場合 1日2回それぞれ30分間
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３　年次有給休暇の取得状況

４　育児休業等の状況
　(1) 育児休業

　(2) 育児短時間勤務

　(3) 部分休業

　　　＜育児休業・育児短時間勤務・部分休業の状況＞

５　時間外勤務の状況

(注) 月あたり平均時間外勤務時間数は、一般職のうち時間外勤務手当対象職員の4月1日から3月31日まで
　 の年間時間外勤務時間数を対象職員数で除したものを、さらに12月で除したものです。
　 　なお、休日勤務時間数を含みます。

負傷、疾病又は老齢により2週間以上にわたり日常生活を営
むのに支障がある者の介護をするため、勤務しないことが
相当であると認められる場合

1の年度において5日（要介護者が2人以上の場合にあっ
ては10日）の範囲内の期間

区分 令和6年度 (参考)令和5年度
平均取得日数 14.9 日 (前年度比±0) 14.9 日

長期にわたり勤続した職員が、心身の活力を維持し、及び
増進するため勤務しないことが相当であると認められる場
合

勤続10年を経過した職員にあっては勤続10年に達する日
が属する年度の翌年度において1日、勤続20年を経過し
た職員にあっては勤続20年に達する日が属する年度の翌
年度において連続する2日の範囲内の期間、勤続30年を
経過した職員にあっては勤続30年に達する日が属する年
度の翌年度において連続する3日の範囲内の期間

中学校就学の始期に達するまでの子を養育する職員が、そ
の子の看護のため勤務しないことが相当であると認められ
る場合

1の年度において5日（養育する中学校就学の始期に達す
るまでの子が2人以上の場合にあっては10日）の範囲内
の期間

職員の妻が出産する場合であってその出産予定日の7週間前
の日から当該出産の日後1年の期間内で、当該出産に係る子
又は小学校就学の始期に達するまでの子を養育する職員
が、これらの子の養育のため勤務しないことが相当である
と認められる場合

当該期間内における5日の範囲内の期間

不妊治療（原因を調べるための検査、原因となる疾病の治
療、タイミング法、人工授精、体外受精、顕微授精等）に
係る通院等のため勤務しないことが相当であると認められ
る場合

1の年度において5日（体外受精及び顕微授精を行う場合
にあっては10日）の範囲内の期間

うち女性 うち男性 うち女性

(注)１　平均取得日数は、4月1日から3月31日までの市長事務部局の一般職の平均取得日数です。

　育児休業とは、職員が任命権者の承認を受けて、その3歳に満たない子を養育するため、子が3歳に達する日までの
期間を限度として、職務に従事しないことを可能とする制度で、休業をしている期間については、給与は支給されま
せん。

　育児短時間勤務とは、職員が任命権者の承認を受けて、その小学校就学の始期に達するまでの子を養育するため、1
週間又は1日の勤務時間を短時間として勤務する制度で、短時間勤務をしている期間については、給与がその勤務時間
に応じて割合按分されます。

　部分休業とは、職員が任命権者の承認を受けて、その小学校就学の始期に達するまでの子を養育するため、1日の勤
務時間の一部（2時間を限度）又は１の年度において10日の範囲内について勤務しない制度で、休業した期間について
は、給与が減額されます。

区分
令和6年度 令和5年度 増減
休業者等数 休業者等数 休業者等数
うち男性 うち女性 うち男性

うち新規 175人 80人 95人 158人

77人 232人 ＋24人 ＋12人 ＋12人
(構成比) (26.7％) (73.3％) 

育児休業 333人 89人 244人 309人

＋7人
(構成比) (0.0％) (100.0％) 

(43.0％) (57.0％) 

育児短時間勤務 25人 0人 25人 18人

68人 90人 ＋17人 ＋12人 ＋5人
(構成比) (45.7％) (54.3％) 

0人 18人 ＋7人 ±0人

138人 131人

0人 18人 ＋7人 ±0人 ＋7人
(構成比) (0.0％) (100.0％) 

(0.0％) (100.0％) 

うち新規 25人 0人 25人 18人

＋7人
(構成比) (9.7％) (90.3％) 

休
業
等
の
種
類
及
び

休
業
者
等
数

(9.2％) (90.8％) 

うち新規 62人 6人 56人 54人

12人 119人 ＋19人 ±0人 ＋19人
(構成比)
部分休業 150人 12人

49人

月あたり平均時間外勤務時間数 10.4 時間 (前年度比＋1.2 時間)

(24.9％) (75.1％) 

(8.0％) (92.0％) 

(0.0％) (100.0％) 

令和6年度 (参考)令和5年度

5人

区分
9.2 時間

(9.3％) (90.7％) 

＋8人 ＋1人
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減給 1 人

(前年度比＋1 人)

免職　行方不明
休職　精神疾患関係、身体の故障

降任 0 人

処分内容 処分を受けた職員数 処分事由

休職 117 人 (前年度比＋38 人)

降給 0 人

１　分限処分の状況（令和6年度）

停職 2 人 (前年度比＋0 人)

免職 0 人 (前年度比▲1 人)
停職　欠勤
減給　欠勤
戒告　盗撮行為、交通事故（事故不申告）、賭博(前年度比＋1 人)

戒告 3 人 (前年度比＋2 人)

免職 1 人

２　懲戒処分の状況（令和6年度）
処分内容 処分を受けた職員数 処分事由

第４章　職員の分限及び懲戒処分の状況
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１　職員の守るべき義務の概要

２　職務専念義務免除の状況

３　営利企業等従事の許可状況

区分 免除件数 免除事由

令和6年度 13 件

令和6年度 19 件 不動産賃貸等

第５章　職員の服務の状況

　地方公務員法第30条は、服務の根本基準として、「すべて職員は、全体の奉仕者として公共の利益のために勤務し、且
つ、職務の遂行に当っては、全力を挙げてこれに専念しなければならない。」と規定しています。この根本基準の趣旨を
具体的に実現するため、同法は、職員に対し、法令等及び上司の職務上の命令に従う義務（同法第32条）、信用失墜行為
の禁止（同法第33条）、秘密を守る義務（同法第34条）、職務に専念する義務（同法第35条）、政治的行為の制限（同法
第36条）、争議行為等の禁止（同法第37条）、営利企業への従事等の制限（同法第38条）など、服務上の強い制約を課し
ています。

　「職員は、法律又は条例に特別の定がある場合を除く外、その勤務時間及び職務上の注意力のすべてをその職責遂行の
ために用い、当該地方公共団体がなすべき責を有する職務にのみ従事しなければならない。」（地方公務員法第35条）と
されています。ただし、職務に専念する義務の特例に関する条例により、研修を受ける場合、厚生に関する計画の実施に
参加する場合、その他任命権者が定める場合に、任命権者の承認を得て、職務専念義務が免除されることがあります。

　「職員は、任命権者の許可を受けなければ、営利を目的とする私企業を営むことを目的とする会社その他の団体の役員
その他人事委員会規則(人事委員会を置かない地方公共団体においては、地方公共団体の規則)で定める地位を兼ね、若し
くは自ら営利を目的とする私企業を営み、又は報酬を得ていかなる事業若しくは事務にも従事してはならない。」（地方
公務員法第38条）とされています。

区分 許可件数 従事内容

スポーツ大会等への出場等
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１　研修の概要

　　　＜研修体系及び実施状況＞

２　職員の人事評価の状況

主事・
技師級

政策課題共同研究研修 政策形成、グループ研修、資料作成

評価期間

評価方法

職場研修 日常業務研修、部門別専門研修

一般研修
階層別研修

主事補・
技師補級

新規採用職員研修
公務員倫理、将来都市像、人権問題、職場
のマナーと接遇、防災基本研修等

2,356 人

4,119 人

主任級

係長級

課長補佐級 新任課長補佐研修

新任主任研修

職場活性化、判断力・決断力向上、
メンタルヘルス

定年延長者等 定年延長者に関する研修 心構え、新しい職場への対応等

ハラスメント防止、人権問題、職場研修推進、OJT指導者、評価者、
女性職員キャリアサポート、電話応対基礎講座等

専門研修

部下の指導・育成等

課長級 新任課長研修

５段階評価

人事評価の結果は、昇任昇格や人事異動、人材育成に活用するとともに、昇給や勤勉手当の支
給割合に反映

対象職員

４月１日から翌年３月３１日までの１年間

一般職の職員

リーダーシップ、リスクマネジメント等

能力評価

業績評価

学校等

1,763 人

係長級研修 第一線のリーダーの役割等

上級職員研修 公務員倫理、政策形成能力

評価制度の概要
職員が職務の遂行にあたって発揮した能力、姿勢や態度を評価

第６章　職員の研修及び勤務成績の評定の状況

目標の達成度を評価

派遣研修

業務改善力、コンプライアンス

主任研修 交渉能力向上、ファシリテーション、タイムマネジメント

新任係長研修

評価結果の活用

初級職員研修 情報セキュリティ、法制執務等

法律講座 地方自治法、地方公務員法等

　　実施した研修は、合計で51コースあり、 のべ研修人員は4,180人です。

自治大学校、国土交通大学校、
全国建設研修センター、市町村職員中央研修所等41 人

61 人
彩の国さいたま
人づくり広域連合

専門研修等 データ利活用、クレーム対応、人づくりセミナー等

講師養成研修 地方自治法、JKET
20 人
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１　福利厚生制度の概要

公務災害 40 件 (前年度比▲1 件)

埼玉県市町村職員共済組合 6,312,389 千円

川口市職員互助会 42,297 千円

３　公務災害の発生状況（令和6年度）

第７章　職員の福祉及び利益の保護の状況

　職員の共済制度は、地方公務員法第43条に基づいて定められた地方公務員等共済組合法によって具体的に定められてい
ます。共済制度は、埼玉県市町村職員共済組合が実施しています。共済組合では、組合員である職員とその被扶養者の病
気・けが・出産・死亡等に対して必要な給付を行う「短期給付事業」、職員の退職・障害・死亡に対して年金又は一時金
の給付を行う「長期給付事業」、健康の保持増進事業や住宅資金の貸付け等の「福祉事業」の3つの事業を行っていま
す。
　また、地方公務員法第42条に定める職員の相互扶助及び福利の増進を目的として、職員互助会において、職員の冠婚葬
祭に際しての給付や人間ドック助成金等の疾病予防事業を実施しています。

　共済組合の事業を運営する費用は、組合員である職員の掛金と使用者である市の負担金によって賄われています（掛金
率・負担金率については法定）。
　また、職員互助会の事業を運営する費用についても、会員である職員の掛金と使用者である市の負担金によって賄われ
ています。

区分 認定件数

　職員の公務災害補償制度は、地方公務員災害補償基金埼玉県支部が実施しています。基金は、職員が公務上の災害（負
傷、疾病、障害及び死亡）又は通勤による災害を受けた場合に、その災害によって生じた損害の補償と、被災職員の社会
復帰の促進及び職員・遺族の援護を図るために必要な事業を行うことを目的としています。具体的には、地方公務員法第
45条に基づいて定められた地方公務員災害補償法により定められています。

２　福利厚生制度に係る市の負担状況（令和6年度）

市負担金額区分

通勤災害 11 件 (前年度比＋3 件)
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１　勤務条件に関する措置の要求の状況

２　不利益処分に関する審査請求の状況

１件

第２編　公平委員会の業務の状況

令和6年度は、勤務条件に関する措置の要求はありませんでした。 
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